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資料３



中⼩企業・⼩規模事業者等が⾏う、⽣産性向上につながる⾰新的なサービ
ス開発・試作品開発・⽣産プロセスの改善に必要な設備投資等を⽀援する補
助⾦制度です。

⼀⾔でいうと…主に設備・システム投資等をする際に使える補助⾦です。

⼿作業
古い設備

効率悪
• 変化する市場や増加する

ニーズに対応する商品・サー
ビスを提供できない

• 品質・コスト・納期に問題が
あり、競争⼒をつけられない

• 売上があがる新商品や新
サービスのアイディアがあるの
に、新事業を展開できない

新しい事業
のアイディア
があるが‥

新しい設備の購
⼊費や新事業に
必要な試作開発
の費⽤の⼀部で
ものづくり補助⾦
を活⽤して課題
解決

例えばどんなケースで応募できるのか
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3（「ものづくり補助⾦総合サイト 成果事例のご紹介」から引⽤）



4（「ものづくり補助⾦総合サイト 成果事例のご紹介」から引⽤）



締切回 企業名 事業計画名 認定⽀援機関名

第1次締切 株式会社イーアンドエム 細断した古紙を活⽤した家畜⽤敷料への新規⽤途開発事業

第1次締切 株式会社北⽇本製作所 建築構造⽤鉄⾻材の製作⼯程における機械化による⽣産性
向上

第2次締切 株式会社らくらダイニング より多くの⾼齢者に⾼品質な介護⾷を。全国配送に対応する
冷凍設備投資計画 株式会社北洋銀⾏

第3次締切 有限会社丸森三栄技建 下請け脱却︕直接受注でコスパ抜群︕北海道の無垢材を
使ったリフォーム事業 株式会社シャイン総研

第3次締切 北海道北三株式会社 ⾼精度な最新設備導⼊による⾼効率化と若⼿⼈材育成でツ
キ板市場での競争⼒強化を図る 株式会社北海道銀⾏

第4次締切 協和印刷株式会社 最新型のオフセット印刷機の導⼊による⽣産体制の強化とサプ
ライチェーンの毀損への対応

第4次締切 株式会社ニシモク ＣＡＤ対応加⼯ラインの構築による、特注家具製造の⾼精度
化・効率化に挑戦 株式会社横浜銀⾏

第6次締切 株式会社樋⼝ ⾼速・⾼精度のプレス機導⼊によるステンレスキッチン製造の⽣
産性向上と販路拡⼤ 株式会社北海道銀⾏

第7次締切 株式会社イーアンドエム ペットボトルフレークの品質向上による海外販路開拓事業

第8次締切 カヤノ鉄⼯株式会社 ワイヤーカットの導⼊による社内⼀貫⽣産体制の確⽴

第10次締切 興晋ステンレス株式会社 薄板ステンレス溶接技術獲得による⾷品加⼯機械製造分野へ
の進出 株式会社ゼロプラス

第11次締切 株式会社樋⼝ 札幌市⼩中学校⽤流し台製造⼯程における⽣産性向上と販
路拡⼤ 株式会社北海道銀⾏

札幌発寒地域の企業における制度利⽤状況
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• ⽇本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する中⼩企業者、⼩規
模事業者等

• 補助額︓750万円〜1,250万円 ※従業員規模により異なる
• 補助率︓中⼩企業者は１／２、⼩規模事業者は２／３

• 現在、13次締切分を2022年12⽉22⽇（⽊）17時まで受付中
※ 以降の公募予定は未定。

• 機械・装置、専⽤ソフトウェア、情報システム等の購⼊の⼀部を補助（単
価50万円以上が必須）。 ※他の対象経費についてはP10でご説明



7

制度の概要



型 枠 概 要

⼀般型

通常枠 ⾰新的な製品・サービス開発⼜は⽣産プロセス・サービス提供⽅法の改善に必要な設
備・システム投資等を⽀援

回復型賃上げ・
雇⽤拡⼤枠

業況が厳しいながら賃上げ・雇⽤拡⼤に取り組む事業者が⾏う、⾰新的な製品・サー
ビス開発⼜は⽣産プロセス・サービス提供⽅法の改善に必要な設備・システム投資等
を⽀援

デジタル枠
DX（デジタルトランスフォーメーション）に資する⾰新的な製品・サービス開発⼜はデジ
タル技術を活⽤した⽣産プロセス・サービス提供⽅法の改善による⽣産性向上に必要
な設備・システム投資等を⽀援

グリーン枠
温室効果ガスの排出削減に資する⾰新的な製品・サービス開発⼜は炭素⽣産性向
上を伴う⽣産プロセス・サービス提供⽅法の改善による⽣産性向上に必要な設備・シ
ステム投資等を⽀援

グローバル展開型 海外事業の拡⼤・強化等を⽬的とした「⾰新的な製品・サービス開発」⼜は「⽣産プロ
セス・サービス提供⽅法の改善」に必要な設備・システム投資等を⽀援
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新

新

新

 ものづくり補助⾦（⼀般型、グローバル展開型）13次公募の概要は以下のとおり。
 10次公募から、「回復型賃上げ・雇⽤拡⼤枠」、「デジタル枠」、「グリーン枠」を新設。
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型 枠 補助率 補助上限額 補助要件 補助対象経費

⼀般型

通常枠
中⼩1/2、
⼩規模等

2/3
750万円〜
1,250万円

※従業員規模に
より異なる

3〜5年の事業
計画の策定・実

⾏

機械装置・システム
構築費、技術導⼊
費、専⾨家経費、
運搬費、クラウド
サービス利⽤費、原
材料費、外注費、
知的財産権等関連
経費

回復型賃上げ・雇⽤拡
⼤枠

2/3
通常枠要件

＋
各枠の要件

デジタル枠

グリーン枠
1,000万円〜
2,000万円

※従業員規模に
より異なる

グローバル展開型
中⼩1/2、
⼩規模等

2/3
3,000万円

通常枠要件
＋

グローバル展開
型の要件

⼀般型の対象経費
＋

海外旅費

新

新

新
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事務所等の家賃、光熱⽔費

飲⾷・接待費

商品券などの⾦券

電話代、インターネット通信費

機械の設置場所の整備⼯事や基礎⼯事

汎⽤品

振込等⼿数料

「クラウドサービス利⽤費」とは、専ら、補助事業のために利
⽤するクラウドサービスやＷＥＢプラットフォームの利⽤費で
あって、他事業と共有する場合は補助対象となりません。

 具体的には、サーバーの領域を借りる費⽤、サーバー上の
サービスを利⽤する費⽤等が補助対象経費となります。
サーバー購⼊費・サーバー⾃体のレンタル費等は対象にな
りません。

 サーバーの領域を借りる費⽤は、⾒積書、契約書等で確
認できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなり
ます。したがって、契約期間が補助事業期間を超える場
合の補助対象経費は、按分等の⽅式により算出された当
該補助事業期間分のみとなります。

 クラウドサービス利⽤に付帯する経費についても補助対象
となります（例︓ルータ使⽤料・プロバイダ契約料・通信
料等）。ただし、あくまでも補助事業に必要な最低限の経
費になります。

補⾜

「機械装置・システム構築費」で計上可能なのは、機械・
装置の設置と⼀体で捉えられる軽微な「据付け」費⽤のみ

事業内容に関わる使⽤に限定されない⽬的外使⽤とな
りうる事務⽤のパソコン・タブレット・スマートフォンなどの
購⼊経費は対象外。

補⾜

補⾜
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補助対象とならない経費について（例）

この他に以下も補助対象外となります。
• 不動産の購⼊費。
• 建物の取得費⽤、及び作り上げるための組み⽴

て⽤部材の取得費⽤。
• 事業にかかる⾃社の⼈件費。
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申請要件・審査のポイント
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「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）

【基本要件】
⽣産性の向上を⽬指すため、以下の3つの要件すべてを満たす3〜5年の事
業計画を策定・実施する中⼩企業等であれば、どなたでも応募可能です。



「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）
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必要書類、スケジュール等



「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）

16
「事業計画書」の書き⽅については、中⼩企業向け補助⾦・総合サイト「ミラサポplus」のHPで紹介しています。
https://mirasapo-plus.go.jp/hint/7654/

https://mirasapo-plus.go.jp/hint/7654/
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「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）

17

※13次以降の公募予定は未定となっております。

「公募要領概要版」より抜粋（ものづくり補助⾦総合サイト）



総合サイト
ものづくり補助事業公式ホームページです。

公募要領
応募をご検討の⽅は、こちらの公募要領を確認のうえ、申請してください。

ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進補助⾦リーフレット
制度概要を分かりやすく説明したリーフレットです。

よくある質問
サポートセンターにお問合せいただいた内容のうち、よくあるご質問をまとめ
たものです。

過去採択結果
過去に採択された案件が確認できます。
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【北海道経済産業局 窓⼝】
担当︓地域経済部 産業技術⾰新課 ⾦⼦、椎⼭
TEL︓011-709-2311（内線2587）
E-mail︓hokkaido-gijutsu@meti.go.jp
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参 考
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要件１ 次の①⼜は②に該当する事業であること ※
①ＤＸに資する⾰新的な製品・サービスの開発であること
（例︓ＡＩ・ＩｏＴ、センサー、デジタル技術等を活⽤した遠隔操作や⾃動制御、プロセスの可視

化等の機能を有する製品・サービスの開発）
②デジタル技術を活⽤した⽣産プロセス・サービス提供⽅法の改善であること
（例︓ＡＩやロボットシステムの導⼊によるプロセス改善、受発注業務のＩＴ化、複数の店舗や施

設にサービスを提供するオペレーションセンターの構築等）
要件２ 経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活⽤して、ＤＸ推進に向けた現状や課題に対する認識を共

有する等の⾃⼰診断を実施するとともに、⾃⼰診断結果を応募締切⽇までに独⽴⾏政法⼈情報処理
推進機構に対して提出していること

要件３ 独⽴⾏政法⼈情報処理推進機構が実施する「SECURITYACTION 」の「★ ⼀つ星」または「★★
⼆つ星」いずれかの宣⾔を⾏っていること

補助上限額・補助率 従業員規模 補助上限⾦額 補助率
5⼈以下 750万円以内

2/3以内6⼈〜20⼈ 1,000万円以内
21⼈以上 1,250万円以内要 件

※単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フローそのものの見直しを伴わないもの、及び導入先企業において単なる
電子化にとどまる製品・サービスの開発は該当しません。
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要件１ 次の①⼜は②に該当する事業であること
①温室効果ガスの排出削減に資する⾰新的な製品・サービスの開発であること
（例︓省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、⾮⽯油由来の部素材を⽤いた製品・サー

ビスの開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等）
②炭素⽣産性向上を伴う⽣産プロセス・サービス提供の⽅法の改善であること
（例︓⽣産⼯程の労働⽣産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、⽔素・アンモニアを活

⽤する設備導⼊による燃焼⼯程と⽣産プロセスの最適化、複数ラインの作業⼯程を集約・⾼
効率化 等）

要件２ ３〜５年の事業計画期間内に、事業場単位での炭素⽣産性を年率平均１％以上増加する事業で
あること

要件３ これまでに⾃社で実施してきた温室効果ガス排出削減の取組の有無（有る場合はその具体的な取組
内容）を⽰すこと

補助上限額・補助率 従業員規模 補助上限⾦額 補助率
5⼈以下 1,000万円以内

2/3以内6⼈〜20⼈ 1,500万円以内
21⼈以上 2,000万円以内要 件


